
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）新型インフルエンザ等の感染症対策の強化【一部新規】【一部推進枠】 

        １７４億円（１３９億円） 
新型インフルエンザ等の感染症の発生に備え、プレパンデミックワクチンの備蓄、

感染症危機管理オペレーションセンターの設置、検疫による水際対策等を推進する。 

 
（２）ＡＭＲ（薬剤耐性）対策の推進【一部新規】【推進枠】  ５．７億円（６百万円） 

「薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン」（平成 28 年 4 月 5 日国際的に脅威と

なる感染症対策関係閣僚会議決定）に基づき AMR 対策を推進するため、調査研究、

国際協力、普及啓発を行う。また、薬剤耐性に関する調査、研究を行う薬剤耐性感

染症制御研究センター（仮称）を国立感染症研究所へ設置するとともに、薬剤耐性

に関する臨床情報を集約し、医療従事者等に向けたオンラインでの情報や研修機会

を提供する機能を担う「AMR に関する臨床情報センター」を国立国際医療研究セン

ターに設置する。 

 
（３）エイズ対策の推進【一部推進枠】（一部再掲・４２ページ参照） 

          ４７億円（４５億円） 
HIV 検査・相談について、引き続き、夜間・休日対応など利便性に配慮した体制

の整備を進めるとともに、検査の必要性が高い対象者やこれらの対象者の多い地域

への重点化等を図り、効率的・効果的な施策を推進する。 

 
（４）予防接種の推進【一部新規】【一部推進枠】    ５７億円（１６億円） 

「予防接種に関する基本的な計画」（平成 26 年４月告示）に基づき、より有効か

つ安全な予防接種の推進を図るとともに、質の高いワクチンの研究・開発を促進す

るためのファンドの創設等を行う。 

 

第５ 健康で安全な生活の確保 

健康長寿社会の実現を目指し、新型インフルエンザ等の感染症対策、がん・肝炎・難病等

の各種疾病対策や健康づくり・生活習慣病の予防等の健康増進対策などを推進する。 

また、医薬品などの安全対策の強化や信頼性の確保、薬物乱用対策の推進、輸入食品な

どの食品の安全対策、強靱・安全・持続可能な水道の構築などを推進する。 

１ 感染症対策      ２９２億円（２０９億円） 
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（５）ＨＴＬＶ－１関連疾患に関する研究の推進（再掲・４２ページ参照） 
          １０億円（１０億円） 
ヒトＴ細胞白血病ウイルス１型（HTLV-1）への感染防止及びこれにより発症する

成人Ｔ細胞白血病（ATL）や HTLV-1 関連脊髄症（HAM）の診断・治療法等に関す

る研究について、感染症・がん・難病・母子保健対策関連研究事業が連携すること

により、総合的な推進を図る。 

 
 
 
 
 
（１）がん対策      ３６４億円（３５６億円） 

平成 27 年 12 月に策定した「がん対策加速化プラン」に基づき、「予防」「治療・

研究」「がんとの共生」を３本の柱として取組を進めるとともに、平成 29 年６月に

見直す予定の次期「がん対策推進基本計画」を見据え、がん対策をさらに推進する。 

 
① がんの予防【一部推進枠】    １８６億円（１８７億円） 

がんを早期に発見し、がんによる死亡者を減少させるため、がん検診受診率向

上に効果の大きい個別の受診勧奨・再勧奨を、対象年齢を拡充して実施するとと

もに、子宮頸がん検診・乳がん検診の初年度対象者にクーポン券を配布する。ま

た、精密検査受診率向上のため、精密検査未受診者に対する受診再勧奨を実施す

る。 

 
② がんの治療・研究【一部新規】【一部推進枠】（一部再掲・４１ページ参照） 

       １６８億円（１５８億円） 
・ がんのゲノム医療の実用化に必要な医療従事者を育成するとともに、がん相

談支援センターにおけるゲノム医療に関する相談の対応方法について検討する。 
・ 小児がん拠点病院などで小児・AYA 世代（思春期世代と若年成人世代）の長

期フォローアップを担当する多職種協働チームを育成する。 
・ がん診療連携拠点病院などにゲノム医療や集学的治療（手術療法、放射線療

法、化学療法などを効果的に組み合わせた治療）の臨床研究を支援する遺伝カ

ウンセラーや臨床研究コーディネーター（CRC）を配置する。 
・ ライフステージやがんの特性に着目した研究（小児・AYA 世代のがん、高齢

者のがん、難治性がん、希少がんなど）、ゲノム医療の実現に資する研究、支持

療法（がんの治療に伴う副作用・合併症・後遺症に対する予防とケア）に関す

る研究などを重点的に推進する。 

 

２ がん対策、肝炎対策、健康増進対策  

      １，１４８億円（１，１４６億円） 
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③ がんとの共生【一部新規】      １１億円（１１億円） 
すべての医療従事者が基本的な緩和ケアの知識と技術を身につけるため、緩和

ケア研修を再構成し、がんの緩和ケアの底上げ・充実を図る。また、がん患者の

療養生活の最終段階における実態を把握するため、遺族を対象とした調査の予備

調査を実施する。 

 
（２）肝炎対策      １７９億円（１８６億円） 

① 早期発見・早期治療を促進するための環境整備 １３９億円（１５０億円） 
肝炎対策基本指針の改定（平成 28 年６月）を踏まえ、肝硬変・肝がんへの移行

者を減らすことを目標に、肝炎に対する正しい知識の普及啓発、肝炎ウイルス検

査や肝炎患者への医療費の助成などの肝炎対策を総合的に推進する。 

 
ア 肝炎ウイルス陽性者のフォローアップによる重症化予防の推進 

         ３１億円（１８億円） 
肝炎ウイルス検査で陽性と判定されながらも医療機関未受診の者がみられる

ことから、陽性者に対し、医療機関への受診勧奨を行うとともに、初回精密検

査、定期検査費用に対する助成措置を拡充することにより、肝炎患者を早期治

療に結びつけ、重症化の予防を図る。 

 
イ 職域検査への取組の促進【新規】     ８．７億円 

職域における肝炎ウイルス検査の実施の促進のため、検診機関及び事業者等

との連携が図られるよう、都道府県等に対して必要な支援を行う。 

 
ウ ウイルス性肝炎に係る医療の推進    ７１億円（１０４億円） 

B 型肝炎・C 型肝炎のインターフェロン治療、インターフェロンフリー治療

及び核酸アナログ製剤治療に係る患者の医療費の負担を軽減することにより、

適切な医療の確保及び受療促進を図る。 

 
エ 肝疾患診療地域連携体制の強化   ６．２億円（６．２億円） 

都道府県や肝疾患診療連携拠点病院、肝炎情報センターに対して、地域にお

ける肝疾患診療連携体制の強化に必要な支援を行うことにより、肝炎患者に対

する治療や就労に関する相談支援等の体制整備を図る。 

 
② 肝炎治療研究などの強化【一部推進枠】（一部再掲・４２ページ参照） 

         ４０億円（３７億円） 
今年度、中間見直しが行われる「肝炎研究 10 カ年戦略」の方向性を踏まえ、B

型肝炎の画期的な新規治療薬の開発を目指した創薬研究や肝硬変の病態解明と新
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規治療法の開発を目指した研究等を推進する。 

 
（３）B 型肝炎訴訟の給付金などの支給   ５７２億円（５７２億円） 

特定 B 型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法に基づき、B 型

肝炎ウイルスの感染被害を受けた方々への給付金などの支給に万全を期すため、社

会保険診療報酬支払基金に設置した基金に給付金などの支給に必要な費用の積み増

しを行う。 

 
（４）健康増進対策        ３６億円（３３億円） 

① 健康づくり・生活習慣病対策の推進【一部新規】【一部推進枠】 
         １６億円（１７億円） 
スマート・ライフ・プロジェクトにより企業・民間団体・自治体相互の連携を

図るとともに、「健康日本２１（第二次）」を着実に実施し、健康寿命の延伸、健

康格差の縮小、たばこ対策等を推進する。また、平成 28 年６月に実施した厚生労

働省行政事業レビューの公開プロセスの結果などに基づき、健康増進事業（健康

相談等）における事業全体の効果検証等を行い、PDCA サイクル体制の構築等を

推進する。 

 
② 生活習慣病予防に関する研究などの推進【一部推進枠】（一部再掲・４２ページ参

照）         １９億円（１６億円） 
生活習慣病の予防、診断及び治療に係る研究を体系的に実施する。特に、たば

こ対策、健康診査等、脳卒中を含む循環器疾患、糖尿病に関する研究を重点的に

推進する。 

 
 

 
 

 
 
（１）難病・小児慢性特定疾病対策     １，５０４億円（１，４４３億円） 

① 難病対策       １，３２７億円（１，２６９億円） 

ア 医療費助成の実施（一部社会保障の充実）１，１９７億円（１，１５６億円） 
難病患者に対する医療費助成に必要な経費を確保し、患者の医療費の負担軽

減を図る。 

 

３ 難病などの各種疾病対策、移植医療対策 

      １，５４９億円（１，４８３億円） 
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イ 難病患者の社会参加と難病に対する国民の理解の促進のための施策の充実【一

部推進枠】        ２２億円（１１億円） 
地域の様々な支援機関と連携した相談支援体制の構築など、難病相談支援セ

ンターの実施体制を充実・強化すること等により、難病患者の長期療養生活上

の悩みや不安を和らげ、社会参加への意欲を高めるとともに、難病についての

理解を深める取組を推進し、難病患者が社会参加しやすい環境の整備を図る。 

 
ウ 難病に関する調査・研究などの推進【一部推進枠】（一部再掲・４２ページ参照） 

       １０８億円（１０１億円） 
難病研究を総合的・戦略的に実施するため、全国規模のデータベースにより

集められた難病患者の情報を活用するなどして、疫学調査、病態解明、新規治

療法の開発、再生医療技術を用いた研究を行う。 

  
② 小児慢性特定疾病対策【一部推進枠】（一部社会保障の充実） 

       １７７億円（１７５億円） 
慢性的な疾病を抱える児童等に対する医療費助成に必要な経費を確保し、患児

家庭の医療費の負担軽減を図る。 
また、慢性的な疾病を抱える児童等の自立を促進するため、療養生活に係る相

談や地域の関係者が一体となって自立支援を行うための事業を行う。 
さらに、小児期から成人期への円滑な医療の移行を実施するためのモデル事業

を行う。 

 
（２）各種疾病対策       １３億円（８．１億円） 

① リウマチ・アレルギー対策などの推進【一部推進枠】（一部再掲・４２ページ参照） 
    １１億円（６．８億円） 
リウマチ・アレルギー対策の推進のため、引き続き、治療法の開発や医療の標

準化に資する研究の推進、患者やその家族の悩み・不安に対応するための相談員

の資質の向上を図るとともに、アレルギー医療の均てん化を図るため、医師向け

の研修会を新たに行う。 
また、アレルギー対策については、アレルギー疾患対策基本法に基づく基本指

針の策定を見据え、総合的な対策を推進する。 

 
② 慢性疼痛対策の推進【一部新規】【一部推進枠】（一部再掲・４２ページ参照） 

   ２．１億円（１．３億円） 
慢性の痛みに対して診療科間が連携して診療を行う体制を備えた痛みセンター

と地域の医療機関が連携し、慢性の痛みを抱えた患者に対して、地域で学際的診

療を行う診療モデルの構築を推進する。 
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また、引き続き、慢性の痛みに関する診断・治療法の研究開発や患者に対する

相談、国民の理解の促進など、患者の生活の質の向上を図る取組を推進する。 

 
（３）移植医療対策        ３２億円（３２億円） 

① 造血幹細胞移植対策の推進【一部新規】    ２０億円（１９億円） 
移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推進を図るため、造血幹細胞移植に必

要な基盤（バンク）の安定的な運営の支援、造血幹細胞移植推進拠点病院の体制

強化、治療成績等のデータ収集・分析を進める。 

 
② 臓器移植対策の普及・推進【一部新規】    ６．３億円（８億円） 

臓器移植を推進するため、より効果的な普及啓発を実施する。また、適切な選

択肢提示方法を充実させ、脳死判定を行う医療施設の体制構築を支援するととも

に、適切なあっせん体制を整備するための取組を行う。 

 
③ 移植医療に関するシステムの構築【推進枠】  ３．４億円（３．３億円） 

骨髄・末梢血幹細胞移植、臍帯血移植ごとに管理されている造血幹細胞移植関

連情報について、一元的に管理するシステムを構築し移植医療の ICT 化を推進す

る。 

 
 
 
 
（１）健康安全・危機管理対策総合研究の推進【一部推進枠】（再掲・４２ページ参照） 

        ２．９億円（２．７億円） 
大規模災害やテロリズム等の健康危機管理事案の発生に備えた体制の確保、危機

情報の共有や活用、地域での健康危機管理体制の基盤強化等に資する健康安全・危

機管理対策に関する総合的な研究を推進する。 

 
（２）健康危機管理体制の整備    １．１億円（１．２億円） 

熊本地震を教訓として、非常時に健康危機管理体制が十分に機能するよう、平時

から、各種訓練の実施、地域での連携体制の構築等を行うとともに、地域での健康

危機事例に的確に対応するため、専門家の養成等を行う。 

 
 
 
 
 

５ 医薬品、薬物等に関する安全・信頼性の確保など  

１９億円（５．６億円） 

４ 健康危機管理・災害対策の推進   ４．１億円（３．９億円） 
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（１）医薬品等の安全対策の充実、きめの細かい対応  ７．７億円（２．７億円） 

① 医療情報データベースを活用した医薬品等安全対策の推進【一部新規】【推進枠】 
        ７．２億円（２．６億円） 

平成 30 年度の医療情報データベースシステム（MID-NET）本格運用に向け、製薬

企業やアカデミア等による利活用を見据えて、円滑な運用と利便性の向上を図る観

点から、オンサイトセンターの整備やシステムの機能強化等の環境整備を進める。 

 
② 妊婦・小児向け安全対策の強化とリスクコミュニケーションの推進【一部新規】 

         ４６百万円（７百万円） 

妊婦や小児に対する医薬品投与に関する情報は少なく、添付文書への記載も限ら

れていることから、収集された情報の評価、検討を実施し、必要に応じて添付文書

への反映、情報提供などができる体制にする。 

また、患者が副作用への理解を深めるため、より分かりやすい情報の提供を推進

する。 

 

 
（２）医薬品、薬物等に関する安全・信頼性の確保    ４．５億円 

① 化血研事案を踏まえた医薬品等の安全・信頼性の確保【新規】 ４．４億円 

化血研事案のような組織的隠蔽による不正行為を発見するため、国内製造所への

抜き打ちによる立入検査及び海外製造所への立入検査が効果的に実施できるよう、

GMP 査察体制の抜本的強化を図る。 

 
② 薬物乱用総合対策事業【新規】     １１百万円 

平成 29 年４月、内閣府より『薬物乱用対策推進本部』の事務局機能が移管され

ることに伴い、これまで内閣府で行ってきた薬物乱用防止五か年戦略の策定、各種

会議の運営、広報啓発業務等を実施する。 

 
（３）危険ドラッグ対策の推進    １．７億円（１．８億円） 

インターネットやデリバリーなど販売方法が多様化、潜行化する危険ドラッグの

根絶に向けて、引き続き試験検査体制の確保等を図る。 

 
（４）薬物などの依存症対策の推進【一部推進枠】  ５．３億円（１．１億円） 

薬物・アルコール等の依存症対策の全国拠点機関を指定し、地域における研修講

師の養成や依存症回復施設職員への研修、都道府県等に対する情報提供等を行うと

ともに、都道府県等において、地域における人材養成や、相談拠点機関の充実、専

門医療機関の指定等、民間団体等の関係機関と連携した地域の支援体制づくりのた

めの取組を推進する。 
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 また、依存症の正しい理解を広めるための普及啓発を実施する。 

 
 
 
 
（１）TPP 協定の批准・発効に向けた残留農薬等の規格基準策定の推進【一部新規】 

          １３億円（１１億円） 
残留農薬の基準設定について、国際的にも急性毒性の指標として用いられる急性

参照用量（ARfD）（※）を考慮した残留基準の見直しを計画的に進める。 
また、残留基準の適否を確認する分析法の開発を推進する等、輸入食品の適切な

監視指導を徹底するための体制強化を図る。さらに、残留農薬や食品添加物につい

て、最新の科学的知見や国際動向を踏まえた、より迅速な基準等の設定が行えるよ

う審査体制を強化する。 
※ 急性参照用量（ARfD）：ヒトがある物質を 24 時間または、それより短時

間の間の経口摂取を行っても、健康に悪影響が生じないとされる体重１kg 当

たりの摂取量 

 
（２）HACCP の義務化など国内外の状況を踏まえた的確な監視・指導対策の推進 

【一部新規】      ２．７億円（２．４億円） 
食品等事業者の衛生管理水準の更なる向上を図るとともに、輸出先国が求める

衛生管理基準に対応した食品の輸出促進につなげるため、国内の HACCP（※）

の義務化を含めた制度改正に向けた検討をはじめ、HACCP 普及のための事業者

や地方公共団体の人材育成事業、輸出相手国との相互認証の推進などの各種施策

を実施する。 
※ HACCP（Hazard Analysis and Critical Control Point）： 食品の製造・

加工工程で発生するおそれのある微生物汚染等の危害をあらかじめ分析し、

特に重要な対策のポイントを重要管理点として定めた上で、これを連続的に

監視することにより製品の安全を確保する衛生管理の手法 

 
（３）検疫所における水際対策等の推進    １００億円（９５億円） 

① 訪日外国人旅行者の急増に伴う検疫体制の強化【一部新規】【一部推進枠】 
        １００億円の内数（９５億円の内数） 

「明日の日本を支える観光ビジョン」における訪日外国人旅行者数の目標

（2020 年に 4000 万人）に向けて、国際的に脅威となる感染症の水際対策に必要

な検疫機能の強化を図るため、人員の確保や患者搬送車両等の物的体制の整備を

行うことにより、訪日外国人旅行者の急増を踏まえた検疫体制を確保する。 

 

６ 食の安全・安心の確保など    １２８億円（１２０億円） 
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② ＴＰＰ協定の批准・発効に向けた輸入食品の監視体制の強化【一部新規】 
        １００億円の内数（９５億円の内数） 

ＴＰＰ協定により、我が国への海外からの輸入食品の増加が見込まれることか

ら、食の安全・安心を守るため輸入食品の適切な監視指導を徹底するための人員

を含めた体制強化を図り、輸入食品監視指導計画に基づく検疫所における監視指

導を強化する。 

 
（４）食品安全に関するリスクコミュニケーションの実施等   １２億円（１１億円） 

① 食品に関する情報提供や意見交換（リスクコミュニケーション）の推進 
         ９百万円（９百万円） 
食品安全に対する消費者の意識の高まりなどに対応するため、食品安全基本法

や食品衛生法に基づき、消費者等への積極的な情報提供や双方向の意見交換を行

う。 

 
② 食品の安全の確保に資する研究の推進【一部推進枠】 ７．７億円（６．９億円） 

食中毒の予防や食品中の化学物質等の基準設定、検査法等の課題について、科

学的根拠に基づく調査研究を進める。 

 
③ カネミ油症患者に対する健康実態調査等の実施 ４．３億円（４．３億円） 

カネミ油症患者に対する総合的な支援施策の一環として、ダイオキシン類を直

接経口摂取したことによる健康被害という特殊性を踏まえ、患者の健康実態調査

を実施し、健康調査支援金の支給等を行う。 

 
 
 
＞生食 

 
老朽化施設の計画的な更新、簡易水道の統合の推進、水道施設の耐震化の推進等、緊

急性・必要性の高い事業について支援を行うとともに、広域化推進に資する人材派遣、

施設整備の支援を行うなど、将来にわたり持続可能で強靱な水道の構築を図る。 

 
 

 

旅館・ホテル、飲食店等の生活衛生関係営業においても、2020 年の東京オリンピック・

パラリンピック開催などを控え、急増する訪日外国人旅行者への対応に取り組む生活衛

生関係営業者への支援を行うとともに、引き続き、衛生水準の確保・向上、相談支援体

制の強化等を行う。 

７ 強靱・安全・持続可能な水道の構築【一部新規】【一部推進枠】

    ５２５億円（３３９億円）※他省庁分を含む 

８ 生活衛生関係営業の活性化や振興など    ４３億円（３６億円） 
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高齢化が進む原爆被爆者の援護施策として、医療の給付、諸手当の支給、原爆養護ホ

ームの運営、調査研究事業、被爆建物の保存など総合的な施策を引き続き実施する。 
また、被爆者の健康増進を図るため、老朽化している被爆者保養施設の修繕費等への

補助を行うとともに、長崎の被爆体験者の高齢化への対応として、被爆体験者への医療

費助成対象疾患に脳血管障害の追加を行う。 

 
 
 

 
偏見・差別の解消に向けて、ハンセン病問題に関する正しい知識の一層の普及啓発等

を進めるため、国立ハンセン病資料館等の学芸員を増員するとともに、収蔵庫を新たに

整備し、資料館活動の充実を図る。また、ハンセン病療養所の入所者に対する必要な療

養を確保し、退所者等への社会生活支援策等を実施するとともに、退所者給与金を受給

していた者の配偶者等への支援を行う。  

９ 原爆被爆者の援護    １，３２７億円（１，３６２億円） 

１０ ハンセン病対策の推進    ３７５億円（３６２億円） 
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